
市町村財政比較分析表(平成17年度普通会計決算)

兵庫県 福崎町
人 口
面 積
歳入総額
歳出総額
実質収支

19,493
45.82

6,543,924
6,419,465
123,459

人(H18.3.31現在)
ｋ㎡
千円
千円
千円

財政力

財政力指数 [0.84]

類似団体内順位

[ 10/49 ]

全国市町村平均

0.52
兵庫県市町村平均

0.62

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

0.18

1.67

0.67

類似団体内最大値

類似団体内最小値

類似団体内平均値 0.84 福崎町の比率

財政構造の弾力性
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人件費・物件費等の適正度

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [123,190円]
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給与水準の適正度   （国との比較）

ラスパイレス指数 [99.3]
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定員管理の適正度
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実質公債費比率 [17.4%]
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将来負担の健全度

人口1人当たり地方債現在高 [499,731円]
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
適正度

給与水準の適正度
   （国との比較）

定員管理の適正度

公債費負担の健全度

将来負担の健全度

類似団体平均

福崎町
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
財政力指数：分母である基準財政需要額が地方交付税総額の抑制や臨時財政対策債への振替により大幅に
縮減された影響が大きく、財政力指数は年々高くなっています。分子に当たる基準財政収入額の多くを占める町
税は比較的安定していますが、今後も工業団地への企業誘致など、新たな税源の確保に努めていきます。
　
経常収支比率：類似団体平均よりも良好であるものの、ごみ・し尿処理など広域行政に係る負担金や介護保険・
老人保健など福祉、医療に係る経費の増加により、年々高くなっています｡今後は、人件費の抑制や地方債発行
を抑制するなど集中改革プランによる行財政改革を進め、義務的経費を抑制することにより現在の水準を維持す
るよう努めます。
 
ラスパイレス指数： ラスパイレス指数は平成11年度の 102.7から平成18年度の99.3へと減少しています。類似団
体の中では比較的高い水準にありますが、財政状況の見通しや近隣市町の動向を踏まえて、給与の適正化に
努めていきます｡

実質公債費比率： 平成17年度における実質公債費比率は、17.4％と類似団体平均よりも悪化しており、起債許可団体のライン
である18％に近づいています。今後は公共下水道事業の元利償還金が増加する見込みであり、新規発行を抑制するなど実質
公債費比率の増嵩を抑えていきます。

人口１人当たり地方債現在高： 文珠荘、給食センター、図書館などの施設整備や幹線道路整備など重点事業の実施による地
方債に加えて、臨時財政対策債など国の施策による地方債の発行により、残高が増嵩しています。今後は、投資的経費の抑
えることにより、地方債の発行を抑制していきます。

人口1,000人当たり職員数： ほぼ類似団体平均の数値となっていますが、定員適正化計画に基づく定員の削減を進めており、
今後も団塊の世代の大量退職に対し、退職者の不補充、民間委託の推進等により平成２２年までに職員数を５％（10人）削減
します｡

人口1人当たり人件費・物件費等の適正度： 類似団体平均を若干下回る数値となっていますが、集中改革プランによる行財
政改革の推進により一層の経費節減に努めていきます。


